The Japanese Companies' Problems in Global Competitions by Tomae, Hisao
岡山大学経済学会雑誌31(3),1999,87-112
国際競争における日本企業の課題
戸 前 幕 夫
Ⅰ は じめ に
1991年のバブル経済崩壊後,日本企業にとって経済状況は有利な状況にな
い｡しかし経済環境だけが日本企業にとっての問題点であろうか｡日本企業
の戦略や阻織のあり方,技術上の競争力の低下などさまざまな弱点が指摘さ
れつつある｡一方でアメリカ企業の好調さが伝えられている.そこで本稿で
は,文献研究により経営学的視点から,日本企業が有していた優位がなくな
りつつある点を,製品開発と国際戦略の過程から追求し,日本企業の課題を
考察した｡
その概要は,単品商品を大量生産による規模の経済を追求する日本企業
は,日本的経営とあいまって高い競争力を持った｡特に日本企業における
オーバーラップ開発観織は,アメリカ企業ではまねのできないものであっ
た｡しかし90年代にはいると,通信情報技術を用いて,アメリカ企業もこの
手法を利用し,さらに組織間にわたりダイナミックな展開を見せ,-イテク
分野のシステム商品で強い競争力を待ているO日本企業においては一律に行
われていた単品商品の大量生産から,次の二つに,すなわち従来通りのスタ
イルを守る垂直統合一単品商品産業と,日本的経営の成功体験から脱却し新
しい技術革新を推進する水平分散-システム商品産業とに分かれなければな
らない｡同時に国際経営においては BartlettandGhoshalは ｢tランスナ
ショナル｣解決を主張するが,彼らが分析の基礎をおくのは単品商品産業の
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ピラミッド型組織であり,システム商品産業においてほよりダイナミックな
国際的バーチャル ･コーポレーションの構築の方が高い競争力を持つ可能性
を指摘した｡
以下において,はじめに日本企業とアメリカ企業のそれぞれの特徴を分析
し,次に国際経営の分析フレームワークを検討し,商品特性をふまえ国際競
争力のある企業を考察する｡
Ⅰ 日本企業とアメリカ企業の経営
1 80年代の経営
(1) 経営戦略
80年代に行われた日米企業における経営比較の研究のひとつに,加護野他
(1983)がある｡彼らは日米企業の戦略志向の相違を5つ分析するが,その
うちの2点は以下の通 りである(1)O
･米国企業が環境の機会やリスクを精微に認知 ･分析した上で機動的な資源
展開をするのに対して,日本企業は環境がいかなる状態をとろうとも耐え
られるような内部からの累積的資源蓄積 ･展開を重視するO
･米国企業が財務的経営資源重視型の資源展開をするのに対して,日本企業
は人的資源重視型の学習 ･活性化のための資源展開をする｡前者は短期業
績志向,後者は長期生存志向になる傾向がある｡
このような志向の違いは次のような長短があるという(2)｡日本型は,継続
的な変化-の適応能力,多様な戦略要素のきめ細かな組み合わせを可能にす
る長所と,スラックが大きくなり資源配分の非効率が生じる,急激な構造的
変化-の適応が難しい等の短所がある｡米国型は,効率な資源配分,機動的
(1)加護野他 (1983),63頁｡
(2)加護野他 (1983),112-114頁｡
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な資源配分等の長所と,キメ細かい対応能力に欠ける,ニッチャーの参入に
対して脆弱などの短所を掲げる｡
経営の短期業績志向か長期生存志向かは,企業の競争力に影響を与える要
因と考えられている｡日本においては,オイルショックや円高などに対し,
長期志向を持つ日本的経営で日本企業は高い適応力を発揮した｡
(2)経営阻織
80年代の日本企業の特徴として,オーバーラップ型製品開発組織をあげる
ことができる｡このオーバーラップ阻織は,Wheelwright(1985)の示す図 1
によって直観的に理解できる｡彼は日米電機企業の新製品開発時間を比較
し,日本企業は設計,先行開発,製造準備の各機能を重複させることで大量
生産に入るまでのリードタイムが短いことを指摘し,また各機能の重複によ
りコスト低下,連携のとれた製品開発が行えるとする(3)｡
また Imai,Nonaka,andTakeuchi(1985)は,富士ゼロックス,ホンダ,
図l ComparingNewProductDevelopmentTime:US.vsJapaneseElectronics
DESⅠGN】
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出所 Wheelwrlgt(1985),p.450.
(3)Wheelwright(1985),p449.
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キャノン,NEC,エプソンの5社の事例をとおして,速くて柔軟な日本企業
の新製品開発プロセスを研究している｡それが可能となる要因として,①組
織内プロセスにおいては触媒としてのトップマネジメント ②自己観織化す
るプロジェクトチーム,③オーバーラップ開発フェーズ,④マルチラーニン
グ,⑤微妙な管理,⑥学習の魁織的移行の6点を,そして観織間ネットワー
クとして,加盟ネットワーク,サプライヤーネットワーク,研究開発ネット
ワークをその要因として指摘する｡C1arkandFujimoto(1991)は自動車産業
でのオーバーラップの有効性を実証しているが,特に日本の自動車メーカー
の指標が高い｡
管理会計の視点から加登 (1993)は,①コンセプト主導型の製品開発,②
マーケティングとの結合,③ラグビー方式による製品開発,④日本的なサプ
ライヤー関係,の四つのインフラストラクチャー(4)の上に,源流で原価を作
り込む ｢原価企画｣で,低価格,高品質,多機能,操作性の良さをバランス
よく同時達成し,タイムリーに市場に投入することができ,日本企業の競争
力を支えてきたと主張する｡
日本企業のこのようなオーバーラップは組織内ばかりでなく,系列のサプ
ライヤーとの間でも行われる｡品質,価格,納期の要求を満たすよう企画の
段階からサプライヤーが参加する｡また伊丹 (1988)は トヨタ,日産などの
自動車阻立メーカーが,少数部品メーカー間で有効競争を引き起こし,潜在
的競争の確保を行い,技術進歩を促進させるという ｢見える手による競争｣
で部品供給体制の効率性を求めている日本的な特徴を指摘するO
(3) 小括
日本企業は生産現場では,長期雇用を前提にジョブ ･ローテーションで
｢変化｣と ｢異常｣に対応できる熟練の形成(5)を行い,現場ワーカーを含め
(4)加登 (1993),79-80頁｡
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全員参加で改善を進め,製品開発においてほオーバーラップ型阻織で各機能
が連携を保ち,l)-ドタイムを短縮し素早く市場に対応し,源流管理でコス
トを抑え,多品種少量生産で顧客の要求に応えることにより,高い競争力を
持っていた｡また全員参加による TQCを採り入れ品質管理も世界的にリー
ドしていた｡
このような日本企業に対し80年代のアメリカ企業は,様々な問題点を抱え
ていたOアメリカ企業の問題点は Dertouzosetal(1989)の報告によれば,
柔軟性のない汎用規格品の大量生産,自国市場と自国技術の依存と外国-の
無関心,短期業績追求のための短期的視野,基礎研究とは逆に開発と生産技
術の弱き,人的資源の軽視,協調体制の欠如 (企業内,労使関係,垂直的連
漢,水平的連携),政府と産業界のぎこちない関係などであるカ㍉特に大きな
問題はオーバーラップが行えないことによる生産性の低さであろう｡
2 90年代の経営
(1) 経営戦略
アメリカ企業の経営は,従来からROE重視の株主志向の経営が行われて
きている｡株主の利益を実現できなければ経営者は株主総会の議決でもって
退陣を余儀なくされる｡これに対し,日本では株式の持ち合いによる無言の
株主で,経営者は ROEに比較的無関心でいられた｡そのため短期業績志向
ではなく長期生存志向の経営が行われ,これは成長経済およびキャッチアッ
プの時代においてはうまく機能してきた｡
日本においては91年5月から始まるバブル崩壊後の深刻な平成不況によっ
て,先にみたような加護野他 (1983)が指摘する日本型の経営の短所が顕在
化したようである｡すなわち,スラックが大きくなり資源配分の非効率が生
じ,急激な構造的変化への適応が難しい等であるO過剰のスラックを解消す
(5)小池 (1987)0
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るため,リストラクチャリングや終身雇用の慣行のもとでは最後の手段であ
る人員削減が90年代に入り盛んに行われるようになった｡
また,株主復権や経営者の短期業績志向につながるアメリカの制度を採 り
入れ始めているoまず93年10月に商法改正による株主代表訴訟制度で,一律
8200円という従来と比較し廉価な手数料にて訴訟が可能となった｡株主主権
という商法上の本来の姿に日本企業が変化する可能性が出てきた｡
97年5月の商法改正で,ストック.オプション制度をわが国の企業が利用
できるようになった｡従来内部昇進の経営者が多いため,従業員と経営陣の
乗離があまり大きくなかった日本企業も,短期業績の向上による株価高騰の
インセンティブを制度的に経営者に与えられることになった｡
同じく97年の商法改正で,純粋持株会社が原則解禁となった｡純粋持株会
社の傘下の経営者は ROEにより敏感にならざるを得なくなるであろうし,
企業の売買も活発になるであろう｡
このように,バブル期に一部の企業で顕著であった取締役会の空洞化と経
営者の暴走,毎年6月末の株主総会一斉開催や株主総会の形式化といった株
主軽視の反省から,商法が改正されアメリカと制度が類似するようになっ
た｡日本企業においても,従業員に十分配慮を行う経営から,株主や経営者
の利益が優先されがちな短期業績志向になる可能性もある｡
Dertouzosetal(1989)は,短期業績追求のための短期的視野をアメリカ製
造業の欠点とするが,加護野他 (1983)が指摘するように,効率な資源配
分,機動的な資源配分等の長所も存在するO日本企業は過去の経験から長期
生存志向にとどまるのではなく,どのような条件の時に長期生存志向か短期
業績志向かどちらがメリットが高いかを検討する必要があるQ
(2) 経営観織
先に見たように,80年代における日本企業の製品開発の優れている理由と
してオーバーラップ組織を指摘したoこれはジョブ ･ローテーション,終身
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雇用による雇用保証を行うことによって醸成される運命共同体としての組織
-の一体感,あいまいな職務分担といった前提を必要として,アメリカ企業
にはなかなか採 り入れることができないものであった｡
しかしながら日本企業を研究し,また情報通信技術の革新によって,オー
バーラップと同じかそれ以上のことが比較的容易に行えるようになったのが
90年代のアメリカ企業であるOオーバーラップは,コソカレント･エンジニ
アリングあるいはサイマルティニアス ･エンジニアリングとも称され,また
論者によりその概念の範囲は多少異なる｡最近ではコソカレント･エンジニ
アリングの概念に,組織間にまたがるサプライ ･チェーンの視点も含められ
ている(6)0
当初は HammerandChampy(1993)の授唱するリエンジニアリングとい
う概念が一般に流布したが,アメリカにおける ERPパッケージ･ソフトウ
エアの出現と普及によってその内実がより具体化してきた｡情報技術の活用
が不得手で旧態依然の日本企業に,競争力において再逆転したといわれてい
る｡
ERP とは,EnterpriseResourcePlanningの略語であ り,和 田 ･坂
(1998)は,ERPが実現する業務改革として,データの一元化,共有化,リ
アルタイム化で,業務間のコミュニケーションを リアルタイムで行 う,受
注 ･売上げ情報や在庫状況など日々変化する経営状況に関する情報やデータ
を容易に把握できる,顧客からの問い合わせに迅速かつ正確に回答でき顧客
満足の向上,マルチランゲージ,マルチカレンシー,マルチプレースでグ
ローバル化-の対応,開発期間の短縮,総開発費用の低減などの特徴を述べ
る(7)｡これらの大部分はまさしく80年代の日本企業がオーバーラップで実現
していたものであるし,実現しようとしたことであるoまた彼らは,ERP
(6)たとえば,FleischerandLiker(1997).
(7)和田 ･坂 (1998),34-42頁｡
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パッケージで先進企業における
成功事例や同業他社での活用例
などのノウノ､クが,企業モデル
や業務フローに雛形として提供
される点を指摘する(8)｡
日本経済新聞は,日本の電機
大手 (日立製作所,東芝,三菱
電機,NEC,富士通の五社)と
図2 日米電機大手の棚卸し資産回転日数
80
; 60
40
2090919293 94 95 96 97 98
年度
出所 日本経済新聞朝刊 (1997.7.25,第1面)
米国の電機大手 (インテル,デルコンピュータ,コンパック .コンピュー
メ,IBM,ゼネラル ･エレクトリックの五社)を連結ベースで棚卸し資産回
転日数を比較したところ,日本側が大幅に遅れていると報じている(9)｡米企
業の改善の原因として,サプライ ･チェーン･マネジメントとよぶ経営改革
の成果と見られ,日米間の収益力格差にもつながっていると論じている(10)｡
(3) 小括
製造業にとってリードタイム短縮,品質向上,コスト低減,新製品や新技
術の開発は,競争力を持つために必要な条件である｡日本の製造業は,オー
バーラップを活用し全員参加でこのような目標に対処し,成功をしてきたo
アメリカ企業は,日本から学んだオーバ-ラップの原理を,通信情報技術を
用いて達成した｡
弱いとみられた品質管理も,進出してきた日本の製造業の厳しい要求に応
えるため品質が向上するということもあった｡日本から始まった TQCや
TQMがアメリカ企業にも普及し,さらにモトローラが推進するアメリカ版
(8)和田･坂 (1998),43二貢O
(9)日本経済新聞朝刊 (1999.7.25,1両)｡
(10)日本経済新聞朝刊 (1999.7.25,1面)0
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品質管理のシックス ･シグマはGI王などアメリカ企業に盛んに採 り入れられ
ている｡アメリカ企業は社員教育にも力を入れるようになり,教育訓練-の
投資を増加させている｡
新技術の開発に関しては,コア ･コンピタンスに特化し,専門分野を深く
発展させるアメリカ企業も目立ち始めた｡たとえばGEは10万人以上の人員
削減を行い,リストラクチャリングを敢行し,93年までにすべての事業が市
場のリーダーとなった｡インテルは日本企業勢の攻勢によりメモリーから撤
退をしたが,付加価値の高い MPUに特化し,売上げ一位の半導体メーカー
になった｡
IBMやデルコンピュータは,パソコン製造部門をアウト･ソーシソグし,
企画,販売に特化している｡それに対し,内製率が高いコンパック ･コン
ピュータは,1000ドルパソコンでは健闘しているものの,財務的には苦しい
状況であるO
このようにアメリカでは,コア ･コンピタンスに特化をし,成長を続けて
いる企業がある｡一方,日本企業は総合力で競争力を獲得してきた｡こうし
た日本方式を FinanandPrey(1994)は危供する｡彼らは,日本の大手エレ
クトロニクス企業が同時期に成長の危機に直面している理由として,そのエ
ンジニア1)ソグ ･カルチャーを指摘するO｢既存の技術を少 しずつ改善し,
コストを下げ,機能を付加し,品質を向上する,いわゆる 『カイゼソ』が重
視されてきたoこのやり方は大きな利益を生み,生産者も消費者もその利益
を受けるoLかし,一方でこのや り方は日本の研究開発の範囲を限定し,莱
軟性に欠けたものにしてしまった｡こうした抑圧的なエンジニアリング･カ
ルチャーの下では,当然研究開発も自由で活気あるものにはならない｣(l)O
アメリカ企業では伝統的に内製率が高かった｡それに対しやや外部化した
日本の系列下諸関係は,日本企業の一つの優位性の要因であった｡今度はア
(ll)FinanandFrey(1994),p.37
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メリカでコア ･コソピタソスに特化し,他の機能を外部化するバーチャル ･
コーポレーション(12)が出現するに至っているoすべての機能を自社主義でま
かなう方法から,経営資源を専門領域に集中し,所有しないが必要な機能は
外部依存するという方法は,オーバーラップを資本関係のない企業にまで広
げる展開となっている｡
Ⅲ 国際経営の理論と日本企業の国際化
以上みてきたような日米企業の技術開発を含めた経営の相違は,企業の国
際進出や国際競争にどのように影響するであろうか｡本節では国際経営に関
する理論を概観し,それらの理論と日本企業の競争力や国際化のありかたを
考察していく｡
1 国際経営に関する研究
(1)Porterの研究
Porter(1986)は国際戦略策定の分析単位は業界であるとし,マルチ ドメ
スティック業界とグローバル業界を提唱しているOマルチドメスティック業
界とは,各国における競争は,それ以外の国の競争とは無関係に行われる業
界とし,小売業,消費者用パッケジド･グッズ,卸売業,保険,消費者金
敬,苛性薬品等を具体例として掲げている｡一万グローバル業界は,世界的
規模の活動を統合すると何らかの競争優位が生まれる業界で,民間航空機,
テレビセット 半導体,複写機,自動車,腕時計等がこれに属するとする.
Porterは国際経営においても,低コストか差別化という競争優位を実現す
ることが競争戦略であるとしている｡また,価値がコストを上回ることがど
の基本戦略の目標となるとしている(13)O価値とは,買い手が会社の提供する
(12)DavidowandMalone(1992)を参照｡
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ものに進んで支払う金額で総収入額で測られるものである｡
また Porter(1985)は,企業の基本的な活動 (-価値活動)には九つあ
り,主活動として,購買物流,製造,出荷物流,販売 ･マーケティング,
サービスがあり,支援活動として,全般管理,人事 ･労務管理,技術開発,
調達があるとする｡この九活動はそれぞれ特異な形で連結され,会社固有の
｢価値連鎖｣を形成するとする｡そして競争業者の価値連鎖を比較すると,
どの違いが競争優位の違いになっているかが明らかになるとする｡ここで競
争優位の源泉は,低コストと差別化である｡
さらに Porter(1998)は,グローバル経済において持続的な競争優位は,
域外のライバル企業が対抗できない知識,関係,モチベーションというロー
カルな事象に左右されるようになっていると述べる｡ローカルな事象である
｢クラスター｣とは,ある特定の分野で相互関連する企業や機関の地理的集
積で,関連産業や競争上重要な組織を包括するものである(14)｡例として,シ
リコンバレー,ノ＼リウッド,ウォール街,日本の家電をあげるoPorterはこ
のように企業がクラスターに位置することが,より優れた会社固有の ｢価値
連鎖｣を形成し,世界的な競争優位を獲得するのに必要と主張する｡
(2) BartlettandGhoshalの研究
BartlettandGhoshal(1989,1998)は,多国籍企業を ｢マルチナショナ
ルJ,｢インターナショナル｣,｢グローバル｣の三類型と理想型の ｢トランス
ナショナル｣を示しているOこれらは,日用雑貨産業においてプロクタ-
&ギャンブル (栄),ユニリーバ (吹),花王 (日),家電産業のゼネラル ･エ
レクトリック (栄),フィリップス (吹),松下 (日),電話交換機産業の
ITT(栄),エリクソン (吹),NEC(日)の九社の事例研究で導き出されたも
(13)Porter(1985)p.38. (邦訳,49-50頁)0
(14)Porter(1998),p.78.
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のである｡それぞれの特徴 は ,表 1お よび図 3,図 4,図 5,図 6の とお り
である｡
彼 らは ,規模 の経済 とその結果生 じる コス ト リーダーシ ップで競争優位
に立つ ｢グローバル｣型 は 日本企業 で,国別適応性 で業績 をあげ る ｢マルチ
ナシ ョナル｣型 は ヨー ロッパ企業で ,本社 のイノベ ーシ ョンで コス ‖削減や
表1 マルティナショナル企業,グローバル企業,インターナショナル企業,トランスナ
ショナル企業の組織の特徴
組織の特徴 マルティナショナ 企業 グローバル企業 インターナショナル企業 トランスナショナル企業
能力と粧し織 分散型 中央集中型 能力の中核部は中 分散,相互依存,
力の構成 海外子会社は自立している現地の好機を感 グローバル規模 央に集中させ他は分散させる親会社の能力を適 専門化海外事業が 親会社の戦略を 海外の組織単位ご
果たす役割知識の開発 じ取って利用する各阻織単位内で 実行する中央で知識を開 応させ活用する中央で知識を開発 とに役割を別けて世界的経営を統合する共同で知識 開発
と普及 知識を開発して 発して保有する し海外の観織単位 し.世界中で分か
出所 Ba.rtletandGhoshal(1989),p65.(邦訳,88貢)Q
図3 マルティナショナル型阻織モデル
『 ＼､ ′′I - 誓言…芸蓋芸曇芸濃 ､
＼ ′ る
一 一~~不 -~等 温警貰務鮒 のとに成
′
′ ヽ単純な財 統制 L り
立つ､非公式な本社と子会
社の関係■} 】■『
マルティナショナル
経営精神
経営者側は海外での事
業を独立した事業体の
集合とみなしている
出所 BartletandGhoshal(1989),p50.(邦訳,68頁)0
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図4 インターナショナル型阻織モデル
管理的統制
公式的な経営計画と
国 - 管理体制によって本
二- -I- I -,- I- zt :ヽ
tlm 意思決定権は分散し
インター ナショナル
経営者側は海外での
事業を本社の付属で
あるとみなしている
ているが本社の管理
を受ける
出所 BartlettandGhoshal(1989),p.51.(邦訳,69文)0
図5 グロー バル型組織モデル
,&恩決定､情報に関する
中央の厳しい統制
グロー バル経営精神
経営者側は海外での
事業をグロー バルrf)A
場への配送パイプラ
インと見なしている
出所 BartlettandGhoshal(1989),p.52.(邦訳,70頁)Q
収益増大をはかる ｢インターナショナル｣型はアメリカ企業で,主にとられ
てきた類型であるという｡また,日用雑貨産業ではマルチナショナル戦略
(ユニリーバ)が,家電産業はグローバル戦略 (松下)が,通信機産業では
インターナショナル戦略 (エリクソン)が適合した戦略であり,産業により
適合戦略が異なることを指摘している｡この指摘は日本企業の特質を考察す
る上で重要である｡
またそれぞれの世界的能率 (グローバル),国別応答性 (マルチナショナ
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図6 統合ネ ッ トワ-ク
- ≡ - ≡ -
専門化して
分配された
資源と能力
相互依存する組織
＼ 単位間の､部品､
製品､資源､人材､
情報の大きな流れ
意思決定を分担する情
況での調整と協力の複
合的プロセス
出所 BartlettandGhoshal(1989),p89.(邦訳,120京)o
ル),世界的イノベーションや学習 (インターナショナル)という戦略的能力
は現代においては同時にどの産業にも要求されるようにな り,トランスナ
ショナル解決が必要であると述べる｡ トランスナショナル型企業である統合
型ネットワークを構築した企業は今のところ存在しないが,国際経営では基
本的な枠組みになると彼らは主張する｡
2 日本企業の海外進出
前項でみたような国際経営の研究があるが,ここで実際の日本企業の海外
進出を概観し,日本企業の海外進出の本質を明らかにする｡
輸出による成長経済が続く中,77年に対米カラーテレビ輸出自主親制が,
81年には対米自動車自主規制がはじまった0日本企業の電機,自動車などの
日本国内で生産された工業製品は,アメリカと貿易摩擦が生じるほど高い競
争力を持っていた｡貿易摩擦回避のため80年代はアメリカに対し,輸出から
現地生産への移行がなされた時期であった｡また85年のプラザ合意円高で,
対外進出はいっそう加速した｡
島田 (1996)は日本企業の対米進出の成功要因として,｢日本の製造業は,
電機,自動車を中心に対米進出しているが,これは日本が得意とし,逆にア
メリカの産業は手がけていないとか,アメリカ企業が撤退してしまった部門
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などを補うようなかたちのものが少なくない｣(15)と指摘する｡その例として,
｢テレビではアメリカメーカーはゼニス～社になったし,VTRはアメリカ
のメーカーはつくっていない｡- (中略)-自動車の場合も,アメリカの
メーカーは小型車に力をいれなかったので,省エネが必要な時代の流れに乗
れず,日本メーカーに大きなシェアを譲った｣(16)と述べる｡言うなればアメ
リカ市場の間隙にうまく進出したということであるQ
先にみたように BartlettandGhoshalは,日本企業は一般に規模の経済を
享受するグローバル戦略を採っていることを指摘するが,このように主要海
外市場であるアメリカに強力な競争相手が存在しなく,能率の良い海外展開
ができたといえる｡
また上野 (1990)は,｢日系多国籍企業は,米系多国籍企業と比較すると,
発展途上国やアジアNIESへの進出が約10年遅れた｡さらに,先進国への進
出では,約20年おくれている｡日系多国籍企業は,このような後発の-ソデ
を日本的経営の長所 (人間尊重の経営,全員参加経営,長期的視野に立つ経
営など)を現地経営に生かすことでカバーしている｣(17)と指摘し,日本の海
外進出企業にとって日本的経営が競争力を持つことを主張する｡
自動車業界におけるトヨタとGMの合弁会社である NUMMI社の事例は,
アメリカで日本的方法が採 り入れられ成功 した著名な事例である｡元
NUMMI副社長の池淵氏は,NUMMIではトヨタ生産方式を導入し,労使関
係では話し合い重視,ストに頼らない,改善活動,QC活動を一般労働協約
に盛り込み,さらに出勤率確保の努力,極力レイオフしない取り決めを行う
ことにより労使間が良好になったと述べている(18)｡
以上のように,日本企業の海外進出は輸出の延長線上にあり,基本的には
(15)島田 (1996),197頁O
(16)島田 (1996),198頁｡
(17)上野 (1990),203頁｡
(18)池淵 (1997),168-169貢｡
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規模の経済の追求である｡晶質の重視,改善の積み重ねを行い,アメリカで
は市場の間隙を突き,日本の生産方法を移植するなどの要因で成功してきた
が,はっきりとした戦略があったというよりは偶然の要素も大きかったよう
である｡
Ⅳ 考 察
日米企業の経営比較と国際経営の検討をとおして,次のような項目が問題
点として浮かび上がるO
(1)日本企業はかつては長期生存志向で成功してきたが,今後はどうすべ
きか｡すなわち ｢短期業績志向｣か ｢長期生存志向｣かの選択である｡
(2)日本においてほ,系列部品メーカーも含めオーバーラップを姐織内部
化で行ってきた｡それに対して,アメリカでは資本系列にない取引相手
とバーチャル ･コーポレーションを形成しているOこれらはどちらが競
争力を持つか｡
(3)日本企業は,いわば戦略というより偶然によって国際市場を獲得して
きた｡これからの日本企業の国際競争力の維持発展の方策は何である
か｡
以下に順次考察を行いたい｡
(1) ｢短期業績志向｣対 ｢長期生存志向｣
先にみたように加護野他 (1983)紘,米国企業が財務的経営資源重視型の
資源展開をするのに対して,日本企業は人的資源重視型の学習 ･活性化のた
めの資源展開をするo前者は短期業績志向,後者は長期生存志向になる憤向
があると指摘した(19)｡また,Dertouzosetal.(1989)はアメリカ企業の短期
(19)加護野他 (1983),63頁｡
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的視野を批判した｡それは,｢長期的な事業の機会を犠牲にしてまで目先の
利益に没頭させてしまう｣(20)点である｡日本企業の過去の成功体験からすれ
ば,長期志向が競争力を持つといえる｡
自動車,電機産業を対象とした板垣 (1994)の研究では,｢加工 ･組立産業
を中心とする日本の製造業が国際競争力を著しく向上させたのは,全くの新
機軸の商品によるというよりは,ある程度成熟した製品分野で,安価で質が
よく信頼性の高い,なおかつ世界各国の市場に機能面でも仕様面でもきめ細
かく対応した多様な商品を供給しえたからであるOつまり,経営者 ･技術
者 ･生産現場の安貞がいわば三位一体となってモノづくりに取り阻むという
企業経営のあり方と,それに支えられたモノづくりの面における強みが,普
ずは日本製造業の国際競争力を高める最大の要因であったといってもよ
い｣(21)と分析している｡
長期生存志向は,改善が中心となる組立 ･加工をコア･コンピタンスにす
る企業に適合するだろう｡長期雇用による熟練の形成,漸進的な改良など
は,自動車や家電産業とマッチするOすなわち従来の日本的な方法であるO
それに対しエレクトロニクスのような技術革新が急激に進む分野において
は,生存の確率を高めるために多様なスラックを阻織内でかかえるより,鰭
率良く機動的な資源配分を行い得意分野に特化する方が有効である｡すなわ
ち専門領域に特化し,専門龍城を維持発展させれば,専門髄域に関しては長
期的な競争力が確保されるであろうO
ただ,専門領域に特化することはその分野が技術革新により急速に陳腐化
した場合,企業存続の危機に瀕するかもしれないが,総合的な技術を展開す
る企業に内部化されている場合と比較すれば,方向転換やM&Aによる対処
が容易である｡環境変化に適応するためにスラックを有することは,非常専
(20)Dertouzosetal.(1989),p.58. (邦訳,93頁)0
(21)板垣 (1994),59京｡
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態にそなえた備蓄になる場合があるかもしれないが,本当の遊休資源になる
可能性もあるOその場合の能率の悪さで長期生存が不可能になる｡
日本企業のあり方が変化している現在,アメ1)カ企業の ｢短期業績志向｣
と日本企業の ｢長期生存志向｣という一面的な視点より,むしろコアの部分
の技術革新がどのような形で起こるのかという技術の性格で,すなわち時間
をかけながら漸進的な改良が必要な分野であるか,急激な技術革新に対応し
機動的な資源配分が必要な分野であるかが重要になろう｡具体的には,自動
車,家電といった産業では改善が技術の主眼となり ｢長期生存志向｣が,技
術革新の激しいハイテク産業では ｢短期業績志向｣が適合する｡
(2)阻織内部化とバーチャル ･コーポレーション
アメリカ企業では伝統的に内製率が高かった｡それに対し部品供給を外部
化した日本の系列下請関係は,日本企業の一つの優位性の要因であった｡今
度はアメリカでコア ･コンピタンスに特化し,他の機能を外部化するバー
チャル ･コーポレーションが出現するに至っている｡組織内部化から魁織間
の分化が大きな流れのようである｡すべての機能を自社主義でまかなう方法
から,経営資源を専門領域に集中し,所有しないが必要な機能は外部依存す
る方法-の移行は,ルース .カップリング(22)による効果が期待できるが観織
間の分業を統合する通信情報技術の発展で可能となっているO
先にみたように,Porter(1998)は,クラスターに立地することを重視す
るOサプライチェーンが進んでいるアメリカでは,コア.コンピタンスに特
化し,集積のなかでの相互依存が始まる｡アメリカの IBM やデル ･コン
ピュータのように,パソコンを内製せず,アウトソーシング会社に製造を委
託しているOこのような企業のコア ･コンピタンスは,マーケティングにな
る｡
(22)Weick(1979)を参照｡
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阻織内部化とバーチャル ･コーポレーションは,どちらが競争力を持つか
が問題となるoバーチャル ･コーポレーションは専門に特化た企業が複数集
まり斬新な組合せやスピードが期待できる｡基本的にはオーバーラップ型開
発魁織は,組織内部でも阻織間でも利用されなければならないO各機能の分
業を,リアルタイムかそれに近い時間で調整できるからである｡
組織内部化の視点において,野中 (1993)は ｢プロジェクトチーム型観織
は新しい知を創造し企業全体に拡大していくのにふさわしいが,そのように
して生み出された知や既存の知を活用 ･蓄帯し,商品として実現するために
は,徹底した分業と職能別の階層をもった姐織の方がふさわしいようだとい
う結果を得ている｣(23)と述べ,商品をつくるには組織に知が蓄積される利点
を重視する｡それに対し組織内部の全員参加の努力で競争力を獲得してきた
日本方式を FinanandFrey(1994)は危倶する｡彼らはまず,ビデオ,CD
プレーヤー,DRAMなどの単品商品 (スタンドアローン)とシステム商品に
分類し,日本企業は単品量産に焦点を絞 り,シェアを拡大したとする｡その
結果として生じた日本の大手エレクトロニクス企業の抑圧的なエンジニアl)
ソグ･カルチャーの問題点は先にみたとおりである｡
さらに彼らは,日本エレクトロニクス産業復活への処方等をいくつか提唱
するがそれらのうちの二つは,｢垂直統合,独自路線を脱し水平分散多様化｣
と ｢孤立主義からの脱出｣である｡システム市場は多層水平構造になってい
て,自社製品に限定せずそれぞれの層のなかで最もよいものを選択し,ベス
トのシステムをつくるためである(24)｡アメリカ企業は製造部門を海外に移行
し産業空洞化と非難されながらも,技術の鍵を掌接 し先端分野に移行 した
が,日本企業ではエンジニアリング ･カルチャーが革新を阻害していると彼
らは主張するO
(23)野中 (1993),328頁｡
(24)FinanandFrey(1994),p.370
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彼らの単品商品とシステム商品という2つの性格の異なる商品特性の指摘
は,｢なぜ改善志向の大量生産が行き詰まっているか｣という問いに対しす
る答えが明確になる｡日本企業は,技術革新の激しい-イテク分野であるシ
ステム商品の開発においても,改善志向の大量生産で対処をしようとしてい
る点が,彼らの主張の主眼である｡
単品商品の大量生産における改善型技術では,垂直統合で組織内部での設
計,開発,製造,マーケッティング等の諸機能をオーバーラップさせること
が有効であったが,システム商品の多層水平構造市場においては,専門に特
化した企業が,諸機能を魁織間でオーバーラップで姐み合わせ,それによっ
て革新的な製品開発が可能となる｡
このような商品特性に対応する技術や魁織が異なるため,家電とエレクト
ロニクスを持つ電機メーカーは,家電とエレクトロニクスを別会社にするの
ほ一つの解決法である｡現にパソコンの心臓部の MPUは,インテルから供
給を受けているように,技術革新の激しい分野では,すべてを内部供給でま
かなうことは不可能である｡
このような例とは逆に,先端技術でも阻織内部化で開発している事例があ
る｡BartletandGhoshal(1989)は,本国で開発された革新的技術を次々に
普及させていく電話交換磯のエリクソンを紹介し,電話交換横産業はイン
ターナショナル戦略がもっとも適合的であったとする｡ノキア (フィンラン
ド)も重電などを売却し,通信分野に資源集中をし,デジタル携帯電話の世
界市場を席巻している｡電話交換機やデジタル携帯電話の事例は,-イテク
分野における垂直統合の例であるo垂直統合が可能であることは,これらの
商品は単品商品の性格を有しているからであろうO
以上をまとめると下記の表 2になる｡
組織内部化とバーチャルコーポレーションとどちらがイノベーションに有
利かほ,それは商品特性による｡単品商品で改善型技術の自動車産業や家電
産業では姐織内部化の垂直統合をとるほうが,調整が容易である｡革新型技
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表2 商品特性 ･技術 ･範織の関係
商品の特 性 技術の範囲 適 合 魁 織 技術革新の 主 眼 事 例
単宣タア 鼠織内部 ぎ型フ グローバル組織 改 善 家 電
こ/ロド一品 ソ 垂直統合 ､魁ツド織 インタ-ナショナル阻織 革 新 電話交 換機
術であっても単品商品の電話交換機やデジタル携帯電話は組織内部化の垂直
統合がよいようである｡
一方,システム商品においてほ,水平分散でバーチャル ･コーポレーショ
ンのほうが,ベストのシステムを創 りあげることができるのである｡
(3) 日本企業の国際競争
80年代以降の日本企業の海外進出は基本的には,BartletandGhoshalが
指摘するように規模の経済を追求するグローバル戦略であり,家電産業はこ
の戦略が適合していた｡日本の自動車産業については言及していないが,令
国の市場に対応する必要はあるものの基本的には規模の経済を重視するグ
ローバル戦略であるoかつて,偶然に恵まれた日本企業のようなグローバル
戦略は,もはやすべての分野では高い成長が見込めない｡
終身雇用等の特徴を持ついわゆる日本的経営は,人的資源の熟練を形成す
る効果があった｡先に見たように,わが国企業の対外直接投資による進出
は,明白な競争優位を意識したものではなかったが,市場のニッチに参入
し,日本的経営によって高品質の製品をつくり国際的に競争力を得てきた0
さて BartletandGhoshalほ,国際経営においてはトランスナショナル解
決を提唱する｡｢トランスナショナル ･イノベーション･プロセスは大きく
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二つのカテゴリーに分かれ,われわれは現地活用型イノベーションと世界結
合型イノベーションと呼ぶことにした｡前者では,各国子会社の資源と企業
家精神を利用し,そのうえでそれらをテコに世界ベースで利用できるような
イノベーションを創造するQ後者は,世界に広がる様々な資源と能力を,本
社および子会社レベルの両方でリンクし,ジョイント方式でイノベーション
を開発 ･実施する｡このプロセスでは,各子会社が独自に資源を提供して,
世界的なチャンス-の対応能力を企業全体で開発する｣と述べ,すべてのプ
ロセスを同時に促進できる組織を開発することを強調する(25)｡
しかし,彼らは家電,電話交換機,日用雑貨をつくる企業を対象とした事
例研究を行っているoこれらは単品商品であって,システム商品ではない｡
ピラミッド型阻織で,垂直統合で生産される製品である｡単品商品産業にお
ける巨大な多国籍企業が,どのように各国対応し,技術革新を移転し,規模
の経済を享受するかというのが彼らの研究対象であって,システム商品を扱
う多国籍企業は言及していないo
水平分散の市場から最適な要素を集めシステムを構築する商品の場令,同
一組織内からの調達では限界があり,バーチャル ･コーポレーションのはう
がより適していた｡国際経営においても,システム商品の場合はバ-チャ
ル ･コーポレーションが成立し,競争力を持つと考えられる｡そうなると,
世界的な企業とは現在のような巨大などラミッド型観織をイメージするが,
今後はその意味が現在とは違ったものになってくるかもしれない｡
Ⅴ む す び
アメリカの経営は短期的で製品の品質も低く競争力が弱く,日本的経営は
競争力を持つが,たまたま日本は経済状況が悪いに過ぎないという見方がま
(25)BartlettandGhoshal(1989),p.116.(邦訳,155頁)0
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だ残っているかもしれない｡しかし文献研究からは,日本企業よりアメリカ
企業の方が技術開発において優位に立っているようである｡
日本企業は,単品商品の量産を志向してきたo Lかしこの戦略は,自動
車,家電という単品商品においてはまだ有効であるが,エレクトロニクス産
業のシステム商品ではもう通用しなくなっている｡
日本の大企業が,すべて終身雇用や年功賃金を中心とする日本的経営でな
ければならないという圧力は,ある業種においては,はねかえさなければな
らない｡日本全産業一律の経営から個別産業,個別製品の特性に合わせた経
営に変化する必要がある｡
国際経営においても,グローバル企業からトランスナショナル企業に移行
を目指すだけではなく,システム商品産業においては国際バーチャル ･コー
ポレーションという視点も日本企業にとって必要であろう｡
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The Japanese Companies' Problems
in Global Competitions
HisaoTomae
Japanese companies that practice the Japanese style management
have pursued scale merit profits by mass production of stand-alone goods
and had stronger competitiveness than US companies in '80 s. US
companies, especially, cannot follow the overlapping development
practicing which the Japanese companies have started. In '90 s, however,
US companies have begun the overlapping development practicing by
using telecommunication and information technology, and furthermore
they do it interorganizationally among firms. As the results, US firms
have stronger competitiveness than Japanese firms in the high-tech
fields of system goods industries.
Japanese companies have to be divided into two groups. One is
stand-alone goods industries in which they operate mass production as
before. Another is system goods industries in which they must unlearn
the past success experiences and have to promote new innovation system.
At the same time, they need to change the strategy in global business in
the case that they belong to system goods industries.
In Global Industries, Bartlett and Ghoshal insist on the
'transnational solution', but it should be noted that their theory is based
on the study of stand-alone goods industries. We believe that the virtual
corporation has more competitiveness than the transnational
organization in system goods industries.
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